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令和４年度三沢市歳入歳出決算及び 

基金運用状況審査意見について 

 

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された、令和４年

度三沢市歳入歳出決算並びに同法第２４１条第５項の規定に基づき審査

に付された、令和４年度三沢市基金の運用状況について審査した結果、次

のとおり意見を提出します。 
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第１ 審 査 の 対 象 

 令和４年度の三沢市歳入歳出決算審査の対象は、次のとおりである。 

  １ 令和４年度三沢市一般会計 

  ２ 令和４年度三沢市特別会計 

(1) 三沢市国民健康保険特別会計 

(2) 三沢市食肉処理センター特別会計 

(3) 三沢市介護保険特別会計 

(4) 三沢市後期高齢者医療特別会計 

 

 

第２ 審 査 の 期 間 

令和５年７月２０日から令和５年８月１０日まで 

 

 

第３ 審 査 の 方 法 

令和４年度一般会計及び特別会計の決算審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、 

審査に付された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、 

財産に関する調書及び証拠書類等について、以下の点に重点をおき、関係者の説明を 

聴取し、併せて既に実施した例月出納検査の結果を参考に審査を実施した。 

  １ 計数の正確性 

  ２ 会計処理の適法性 

  ３ 予算執行の計画性及び効率性 

  ４ 財産の適正管理及び運用の効率性 
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第４ 審査の結果及び意見 

 

審査に付された令和４年度三沢市一般会計及び特別会計の決算書類は、関係法令に

基づき調製され、かつ、これらの会計の歳入歳出決算の計数は、関係諸帳票、証拠書

類及び三沢市指定金融機関の預金有高表と符合し、正確であることを確認した。 

また、予算の執行は、計画的かつ効率的に行われており、会計処理及び財産の管理

についても、いずれも適正に行われているものと認められた｡ 

令和４年度の一般会計決算においては、歳入総額３０２億３，４８３万２，９８６円、歳出総

額２９３億９，３０４万７，０６０円となっている。 

歳入から歳出を差し引いた形式収支額は８億４，１７８万５，９２６円で、前年度に比較して 

１，５７５万３，９５３円減少している。 

 また、形式収支額から翌年度へ繰り越すべき財源３，６７２万円を差し引いた実質収支

額は８億５０６万５，９２６円で、前年度に比較して１億３，２６７万６６８円増加している。 

このうち基金へ４億１，３００万円を繰り入れし、残額３億９，２０６万５，９２６円は翌年度の財

源として繰り越している。 

一方、特別会計においては、歳入総額９２億９，６２３万４，５１５円、歳出総額８９億 

８，５１３万９，９７５円となっており、歳入から歳出を差し引いた形式収支額は３億１，１０９

万４，５４０円で、前年度に比較して５０２万２，４４７円減少している。 

 また、翌年度へ繰り越すべき事業がないことから、実質収支額は形式収支額と同額

の３億１，１０９万４，５４０円となっており、このうち基金へ２億３，４０５万９，１２５円繰 

り入れし、残額７，７０３万５，４１５円は翌年度の財源として繰り越している。 
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財政状況を財政指標でみると、数値が１を超えるほど財源に余裕があるとされている

財政力指数は０．５０９％で、前年度と比較して０．００３ポイント低下した。また、数値の

低い方が財政構造の弾力性が高いとされている経常収支比率は８８．０％で、前年度と比

較して２．８ポイント上昇し、同じく数値の低い方が財政は健全であるとされている実質

公債費比率は９．７％で、前年度と比較して０．４ポイント低下した。 

現状において特筆すべき財政上の問題は存在しないが、健全財政の維持に向けて、

今後も財政運営には一層留意されたい。 

なお、これまでの新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が緩和されたものの、

近年のウクライナ情勢を受けた原油価格・物価高騰による影響が懸念されるなか、多

様化する社会保障費、地域活性化策の強化への対応による支出の増加、現在保有する

公共建築物やインフラ設備の老朽化による修繕・更新等の費用増加など、多大な支出

が見込まれている。 

今後の行財政運営に当たっては、職員一人ひとりがこれらの将来を見据えた中長期

的な視点や危機意識を持ち、限られた財源の下で社会経済情勢の変化や新たな市民ニ

ーズに応える各種施策を柔軟かつ積極的に展開するためにも、更なる事業見直しや経

費削減、国・県の補助金の活用などの新たな財源確保を図り、効率的・効果的な運営

に努めることが重要であり、引き続き安定的で持続可能な財政運営を確立し、市民・

地域・行政が連携し持続可能なまちの実現に向け、安心安全な地域社会を次世代につ

なげることができるよう望むものである。 

 



対予算

収入率
Ｂ／Ａ

円 円 円 円 ％ ％

30,413,057,517 30,234,832,986 29,393,047,060 841,785,926 99.4 96.6

9,543,960,000 9,296,234,515 8,985,139,975 311,094,540 97.4 94.1

三沢市国民健康保険
特 別 会 計

三沢市食肉処理センター

特 別 会 計

三 沢 市 介 護 保 険
特 別 会 計

三沢市後期高齢者医療

特 別 会 計

39,957,017,517 39,531,067,501 38,378,187,035 1,152,880,466 98.9 96.0

ア

支差引額は８億４，１７８万５，９２６円である。

　予算現額に対する収入済額の比率（対予算収入率）は９９．４％である。

　また、予算現額に対する支出済額の比率（執行率）は９６．６％である。

イ

差引額は３億１，１０９万４，５４０円である。

　予算現額に対する収入済額の比率（対予算収入率）は９７．４％である。

　また、予算現額に対する支出済額の比率（執行率）は９４．１％である。

ウ

７，０３５円で、収支差引額は１１億５，２８８万４６６円となっている。

第５　決 算 の 概 要

Ⅰ　総　　　　　括

 １　決 算 の 総 括

 　(1) 決 算 の 状 況

　　　　　令和４年度一般会計及び特別会計の決算の状況は、次のとおりである。

区　　　　　　分
予　算　現　額

Ａ
収　入　済　額

Ｂ
支　出　済　額

Ｃ
収支差引額

Ｂ－Ｃ
執行率
Ｃ／Ａ

一 般 会 計

特 別 会 計

3,948,228,000 3,712,270,924 3,575,844,407 136,426,517 94.0 90.6

1,242,114,000 1,287,402,327 1,229,104,876 58,297,451 103.6 99.0

3,859,086,000 3,806,681,951 3,709,049,343 97,632,608 98.6 96.1

494,532,000 489,879,313 471,141,349 18,737,964 99.1 95.3

一般会計においては、収入済額３０２億３，４８３万２，９８６円、支出済額２９３億９，３０４万７，０６０円で、収

特別会計においては、収入済額９２億９，６２３万４，５１５円、支出済額８９億８，５１３万９，９７５円で、収支

一般会計と特別会計の合計額では、収入済額３９５億３，１０６万７，５０１円、支出済額３８３億７，８１８万

合　　　　　　計
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一 般 会 計 特 別 会 計 一 般 会 計 特 別 会 計 一 般 会 計 特 別 会 計

a b c d ａ－ｃ ｂ－ｄ
円 円 円 円 円 円

30,234,832,986 9,296,234,515 25,689,855,276 9,387,104,019 4,544,977,710 ▲ 90,869,504

継 続 費

逓 次 繰 越 額

繰 越 明 許 費

繰 越 額

事 故 繰 越 し

繰 越 額

地方自治法第

233 条 の 2 の

規 定 に よ る

基 金 繰 入 額

ア

して一般会計では１，５７５万３，９５３円減少し、特別会計でも５０２万２，４４７円減少している。

イ

別会計では５０２万２，４４７円減少している。

形式収支額は、一般会計８億４，１７８万５，９２６円、特別会計３億１，１０９万４，５４０円で、前年度に比較

形式収支額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は、一般会計８億５０６万５,９２６

円、特別会計３億１,１０９万４，５４０円で、前年度に比較して一般会計では１億３，２６７万６６８円増加し、特

▲ 5,022,447
（Ｃ－Ｄ）

413,000,000 234,059,125 347,000,000 183,958,590 66,000,000

0

50,100,535

実質収支額Ｅ
805,065,926 311,094,540 672,395,258 316,116,987 132,670,668

0

0 0

計 Ｄ 36,720,000 0 185,144,621 0 ▲ 148,424,621 0

▲ 65,938,000

0 0 0

0

0 0 82,486,621 0 ▲ 82,486,621

316,116,987 ▲ 15,753,953 ▲ 5,022,447
（ Ａ － Ｂ ）

歳 出 総 額 Ｂ

翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源

36,720,000 0 102,658,000 0

8,985,139,975 24,832,315,397

形 式 収 支 額 Ｃ
841,785,926 311,094,540 857,539,879

9,070,987,032 4,560,731,663

 　(2) 実質収支等の状況

区　　　　分

令　和　４　年　度 令　和　３　年　度 前　年　度　比　較

▲ 85,847,057

歳 入 総 額 Ａ

29,393,047,060
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円 円 　円 円 円 円 ％ ％

４ 30,413,057,517 30,441,713,326 30,234,832,986 20,771,700 186,400,013 ▲ 178,224,531 99.4 99.3

３ 28,269,967,182 25,897,998,267 25,689,855,276 16,272,930 193,858,961 ▲ 2,580,111,906 90.9 99.2

2,143,090,335 4,543,715,059 4,544,977,710 4,498,770 ▲ 7,458,948 2,401,887,375 8.5 0.1

ア

９９．４％である。

る。

イ 　調定額に対する収入済額の比率（対調定収入率）は９９．３％である。

ウ 　不納欠損額は２，０７７万１，７００円で、これは主として、市税滞納分である。

　また、不納欠損額は前年度より４４９万８，７７０円（２７．６％）増加している。

エ

用料及び手数料１,１２５万１，７８４円、分担金及び負担金５０３万６，０５０円である。

　また、収入未済額は前年度より７４５万８，９４８円（３．８％）減少している。

オ

っている。

不　　　納
欠　損　額 対調定

収 入 済 額

予算現額３０４億１，３０５万７，５１７円に対し、収入済額は３０２億３,４８３万２，９８６円で、対予算収入率は

収入未済額は１億８,６４０万１３円で、これは市税１億１，２４４万５，８９５円、諸収入５,７６６万６，２８４円、使

年

度

収　　　入
未　済　額

また、収入済額は前年度より４５億４，４９７万７，７１０円（１７．７％）増加している。これは主とし

収　入　率

て、地方交付税で１億２，７８９万３千円減少したが、市債で１８億３，６５６万７千円、国庫支出金で１８億２，４２７

　款別の主な歳入構成比は、国庫支出金２８．６％、地方交付税１８．６％、市税１６．０％、市債１０．４％とな

 ２　一　般　会　計

　　　 一般会計の歳入決算の状況は、次のとおりである。

 　(1) 歳       入

対予算
調　定　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

予 算 現 額

増

減

万８７円、繰入金で４億９，１０１万３，００４円、県支出金で２億８，２９０万３，１４９円増加したことによるものであ
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円 円 円 円 円 円 円 ％

４ 30,413,057,517 29,393,047,060 36,720,000 0 0 36,720,000 983,290,457 96.6

３ 28,269,967,182 24,832,315,397 2,042,164,000 557,182,517 0 2,599,346,517 838,305,268 87.8

2,143,090,335 4,560,731,663 ▲ 2,005,444,000 ▲ 557,182,517 0 ▲ 2,562,626,517 144,985,189 8.8

ア

イ

ウ

エ

継 続 費
逓次繰越

　款別の歳出構成比は、衛生費２８．３％、民生費２６．８％、総務費１１．４％、土木費９．３％となっている。

である。

不用額は９億８，３２９万４５７円で、このうち主なものは、民生費３億９，１５０万９，０７２円、土木費１億

民生費で４億１，９１４万３，９３８円、消防費で１億１，２８３万６，０７０円減となったが、衛生費で３９億１，６１９

　翌年度繰越額は３，６７２万円で、前年度より２５億６，２６２万６，５１７円（９８．６％）減少している。

万３，６３２円、教育費で４億１，７５６万５，４８４円、農林水産業費で２億８，８７７万５，２０２円増加したことに

不　用　額

　また、不用額は前年度より１億４，４９８万５，１８９円（１７．３％）増加している。

増

減

執
行
率

支 出 済 額

　　　 一般会計の歳出決算の状況は、次のとおりである。

繰越明許費 計事故繰越し

　また、翌年度繰越額の内訳は、継続費逓次繰越３，６７２万円で衛生費、教育費である。

よるものである。

年

度

予 算 現 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

１，６４２万２，０７８円、総務費１億１，４７０万４，０９７円、衛生費９，６７０万２，７５３円である。

　予算現額３０４億１，３０５万７，５１７円に対し、支出済額は２９３億９，３０４万７，０６０円で、執行率は９６．６％

また、支出済額は前年度より４５億６，０７３万１，６６３円（１８．４％）増加している。これは主として、

 　(2) 歳       出
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

４ 9,543,960,000 9,569,427,460 9,296,234,515 33,705,261 241,888,784 ▲ 247,725,485 97.4 97.1

３ 9,418,791,000 9,719,551,289 9,387,104,019 38,182,520 295,957,747 ▲ 31,686,981 99.7 96.6

125,169,000 ▲ 150,123,829 ▲ 90,869,504 ▲ 4,477,259 ▲ 54,068,963 ▲ 216,038,504 ▲ 2.3 0.5

ア

である。

　また、 収入済額は前年度より９，０８６万９，５０４ 円（１．０％）減少している｡

別会計で８５０万７，３０８円減少したものである。

イ

万８，７４７円である。

　また、収入未済額は前年度より５，４０６万８，９６３円（１８．３％）減少している。

 ３　特　別　会　計

 　(1) 歳       入

        三沢市国民健康保険特別会計ほか３特別会計の歳入決算の状況は次のとおりである｡

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

増

減

予算現額９５億４，３９６万円に対し、収入済額は９２億９，６２３万４，５１５円で、対予算収入率は９７．４ ％

これは三沢市後期高齢者医療特別会計で３，８８０万４，３７２円増となったが、三沢市国民健康保険特別

会計で１億１，２５２万４６円、三沢市介護保険特別会計で８６４万６，５２２円、三沢市食肉処理センター特

収入未済額は２億４，１８８万８，７８４円で、これは主として、三沢市国民健康保険特別会計２億２，１１８
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円 円 円 円 円 円 円 ％

４ 9,543,960,000 8,985,139,975 0 0 0 0 558,820,025 94.1

３ 9,418,791,000 9,070,987,032 0 0 0 0 347,803,968 96.3

125,169,000 ▲ 85,847,057 0 0 0 0 211,016,057 ▲ 2.2

ア

　また、支出済額は前年度より８，５８４万７，０５７円（０．９％）減少している。

別会計で１億７，６４３万７，９２５円減少したものである。

イ

３，５９３円、三沢市介護保険特別会計で１億５，００３万６，６５７円である。

　また、不用額は前年度より２億１,１０１万６，０５７円（６０．７％）増加している。

        三沢市国民健康保険特別会計ほか３特別会計の歳出決算の状況は次のとおりである｡

年

度
予 算 現 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

事故繰越し

予算現額９５億４，３９６万円に対し、支出済額は８９億８，５１３万９，９７５円で、執行率は９４．１％である。

これは三沢市食肉処理センター特別会計で５，８２９万７，８３９円、三沢市後期高齢者医療特別会計で

２，７１２万２，２０７円、三沢市介護保険特別会計で５１７万８２２円増となったが、三沢市国民健康保険特

繰越明許費

増

減

継 続 費
逓次繰越

執
行
率

支 出 済 額 不　用　額

不用額は５億５，８８２万２５円で、このうち主なものは、三沢市国民健康保険特別会計で３億７，２３８万

計

 　(2) 歳       出
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一  般  会  計 



 



円 円 円 円 円 円 ％ ％

４ 4,754,113,000 4,956,975,036 4,828,072,591 16,747,923 112,445,895 73,959,591 101.6 97.4

３ 4,667,008,000 4,940,927,607 4,801,954,505 16,272,930 124,689,072 134,946,505 102.9 97.2

87,105,000 16,047,429 26,118,086 474,993 ▲ 12,243,177 ▲ 60,986,914 ▲ 1.3 0.2

ア 　市税の歳入構成比は１６．０％で､前年度の１８．７％より２．７ポイント低くなっている｡

イ

ウ 　対調定収入率は９７．４％である。

エ

税６１１万３，５２７円である。

　また、不納欠損額は前年度より４７万４，９９３円（２．９％）増加している。

オ

産税４，７７７万６，１６８円である。

　また、収入未済額は前年度より１，２２４万 ３，１７７円（９．８％）減少している。

Ⅱ　個 別 的 事 項

 １　一　般　会　計

　 (1) 歳　　　入

対調定

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

     第１款　市　　　税　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

対予算

収　入　率予算現額と
収入済額と
の　比　較

増

減

収入未済額は１億１，２４４万５，８９５円で、これは主として、個人市民税５，７１０万５１３円、固定資

収入済額は４８億２，８０７万２，５９１円で、このうち主なものは、個人市民税２０億８，２４１万２，１０４

また、収入済額は前年度より２，６１１万８，０８６円（０．５％）増加している。これは、主として、

法人市民税で７，８１４万３，５９８円、個人市民税で２，８５９万５，０４４円の減となったが、固定資産税で

不納欠損額は１,６７４万７，９２３円で､このうち主なものは､固定資産税９５７万３，３９６円、個人市民

円（構成比４３．１％）、固定資産税１９億４,０７４万３，３４９円（同４０．２％）、市たばこ税３億８，８０４

万７，８８０円（同８．1％）、法人市民税２億５，５１９万８，４５１円（同５．３％）である。

９，６８５万１３０円、市たばこ税で２，６５８万８，６９２円、軽自動車税の環境性能割で５１５万９，４００円

増加したことによるものである。
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

４ 149,963,000 149,963,000 149,963,000 0 0 0 100.0 100.0

３ 150,671,000 150,671,000 150,671,000 0 0 0 100.0 100.0

▲ 708,000 ▲ 708,000 ▲ 708,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

イ

（構成比７０．９％）、地方揮発油譲与税３,５５２万７千円（同２３．７％）である。

　また、収入済額は前年度より７０万８千円（０．５％）減少している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

2,294,000 2,294,000 2,294,000 0 0 0 100.0 100.0

3,363,000 3,363,000 3,363,000 0 0 0 100.0 100.0

▲ 1,069,000 ▲ 1,069,000 ▲ 1,069,000 0 0 0 0.0 0.0

ア 　利子割交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度と同率である。

イ 　収入済額は２２９万４千円で､前年度より１０６万９千円（３１．８％）減少している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

13,083,000 13,083,000 13,083,000 0 0 0 100.0 100.0

15,490,000 15,490,000 15,490,000 0 0 0 100.0 100.0

▲ 2,407,000 ▲ 2,407,000 ▲ 2,407,000 0 0 0 0.0 0.0

ア 　配当割交付金の歳入構成比は０．１％で、前年度と同率である。

イ 　収入済額は１,３０８万３千円で､前年度より２４０万７千円（１５．５％）減少している｡

     第２款　地 方 譲 与 税　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

対調定

対調定

地方譲与税の歳入構成比は０．５％で、前年度の０．６％より０．１ポイント低くなっている。

　収入済額は１億４，９９６万３千円で、このうち主なものは、自動車重量譲与税１億６３３万９千円

調　定　額 収 入 済 額

増

減

     第３款　利 子 割 交 付 金　　

予算現額と
収入済額と
の　比　較

不　　　納
欠　損　額

収　入　率

対予算

３

年

度
予 算 現 額

４

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

３

４

増

減

年

度

増

減

     第４款　配 当 割 交 付 金　　

予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

8,772,000 8,772,000 8,772,000 0 0 0 100.0 100.0

14,509,000 14,509,000 14,509,000 0 0 0 100.0 100.0

▲ 5,737,000 ▲ 5,737,000 ▲ 5,737,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

なっている。

イ 　収入済額は８７７万２千円で､前年度より５７３万７千円（３９．５％）減少している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

62,831,000 62,831,000 62,831,000 0 0 0 100.0 100.0

59,183,000 59,183,000 59,183,000 0 0 0 100.0 100.0

3,648,000 3,648,000 3,648,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

イ 　収入済額は６，２８３万１千円で､前年度より３６４万８千円（６．２ ％）増加している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

1,003,908,000 1,003,908,000 1,003,908,000 0 0 0 100.0 100.0

963,429,000 963,429,000 963,429,000 0 0 0 100.0 100.0

40,479,000 40,479,000 40,479,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

る。

イ 　収入済額は１０億３９０万８千円で､前年度より４，０４７万９千円（４．２ ％）増加している。

対調定

収　入　率予算現額と
収入済額と
の　比　較

予 算 現 額

３

増

減

     第６款　法人事業税交付金　　

年

度

対予算

４

地方消費税交付金の歳入構成比は３．３％で、前年度の３．７％より０．４ポイント低くなってい

年

度 対予算 対調定

３

増

減

調　定　額 収 入 済 額

４

対予算

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

調　定　額 収 入 済 額
不　　　納
欠　損　額

株式等譲渡所得割交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度の０．１％より０．１ポイント低く

     第７款　地方消費税交付金　　

　法人事業税交付金の歳入構成比は０．２％で、前年度と同率である。

予 算 現 額
対調定

４

３

増

減

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

     第５款　株式等譲渡所得割交付金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

収　入　率

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

12,536,000 12,536,357 12,536,357 0 0 357 100.0 100.0

11,160,000 11,160,000 11,160,000 0 0 0 100.0 100.0

1,376,000 1,376,357 1,376,357 0 0 357 0.0 0.0

ア 　環境性能割交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度と同率である。

イ 　収入済額は１,２５３万６，３５７円で､前年度より１３７万６，３５７円（１２．３％）増加している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

2,182,794,000 2,182,794,000 2,182,794,000 0 0 0 100.0 100.0

2,132,484,000 2,132,484,000 2,132,484,000 0 0 0 100.0 100.0

50,310,000 50,310,000 50,310,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

イント低くなっている。

イ 　収入済額は２１億８，２７９万４千円で、前年度より５，０３１万円（２．４％）増加している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

30,070,000 30,070,000 30,070,000 0 0 0 100.0 100.0

66,426,000 66,426,000 66,426,000 0 0 0 100.0 100.0

▲ 36,356,000 ▲ 36,356,000 ▲ 36,356,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

イ

予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

３

不　　　納
欠　損　額 対調定

４

収　　　入
未　済　額

調　定　額

増

減

収　　　入
未　済　額

     第10款　地方特例交付金　　

　国有提供施設等所在市町村助成交付金の歳入構成比は７．２％で、前年度の８．３％より１．１ポ

収 入 済 額
不　　　納
欠　損　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

３

増

減

　収入済額は３，００７万円で､前年度より３,６３５万６千円（５４．７％）減少している。

４

　地方特例交付金の歳入構成比は０．１％で、前年度の０．３％より０．２ポイント低くなっている。

年

度
予 算 現 額

対調定

３

増

減

４

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算

     第９款　国有提供施設等所在市町村助成交付金　　

年

度

     第８款　環境性能割交付金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

5,614,701,000 5,614,701,000 5,614,701,000 0 0 0 100.0 100.0

5,742,594,000 5,742,594,000 5,742,594,000 0 0 0 100.0 100.0

▲ 127,893,000 ▲ 127,893,000 ▲ 127,893,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

イ

円 円 円 円 円 円 ％ ％

6,284,000 5,150,000 5,150,000 0 0 ▲ 1,134,000 82.0 100.0

5,930,000 6,082,000 6,082,000 0 0 152,000 102.6 100.0

354,000 ▲ 932,000 ▲ 932,000 0 0 ▲ 1,286,000 ▲ 20.6 0.0

ア

イ

４

不　　　納
欠　損　額

     第11款　地方交付税　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

収　　　入
未　済　額

　収入済額は５１５万円で、前年度より９３万２千円（１５．３％）減少している。

収 入 済 額
対予算

     第12款　交通安全対策特別交付金　　

４

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算

　地方交付税の歳入構成比は１８．６％で、前年度の２２．３％より３．７ポイント低くなっている。

対調定

３

増

減

収　入　率収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収入済額は５６億１，４７０万１千円で､前年度より１億２，７８９万３千円（２．２％）減少している。

　交通安全対策特別交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度と同率である。

対調定

３

増

減

年

度
予 算 現 額

不　　　納
欠　損　額

調　定　額
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

52,861,000 57,746,017 52,709,967 0 5,036,050 ▲ 151,033 99.7 91.3

58,650,000 58,684,320 53,411,920 0 5,272,400 ▲ 5,238,080 91.1 91.0

▲ 5,789,000 ▲ 938,303 ▲ 701,953 0 ▲ 236,350 5,087,047 8.6 0.3

ア 　分担金及び負担金の歳入構成比は０．２％で、前年度と同率である。

イ

比９７．２％）である。

　また、収入済額は前年度より７０万１，９５３円（１．３％）減少している。

ウ 　対予算収入率は９９．７％である。

エ 　対調定収入率は９１．３％である。

オ 　収入未済額は５０３万６，０５０円で、これは民生費負担金である。

　また、収入未済額は前年度より２３万６，３５０円（４．５％）減少している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

247,653,000 256,608,963 245,357,179 0 11,251,784 ▲ 2,295,821 99.1 95.6

235,168,000 238,698,982 226,669,851 0 12,029,131 ▲ 8,498,149 96.4 95.0

12,485,000 17,909,981 18,687,328 0 ▲ 777,347 6,202,328 2.7 0.6

ア

イ

ウ 　対調定収入率は９５．６％である。

エ

　使用料及び手数料の歳入構成比は０．８％で、前年度の０．９％より０．１ポイント低くなっている。

対調定

３

増

減

年

度
予 算 現 額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算

不　　　納
欠　損　額

４

また、収入済額は前年度より１，８６８万７，３２８円（８．２％）増加している。これは主として、衛

生手数料で４８５万７，７００円、消防手数料で６３万７，７００円、商工使用料で６２万１８７円減少したが、

（同１６．８％）、教育使用料２，４６７万８９３円（同１０．１％）である。

収入未済額は１,１２５万１，７８４円で、前年度より７７万７，３４７円（６．５％）減少している。主な収

入未済額は、土木使用料１,１１３万５，１８４円である。

（構成比３２．１％）、衛生手数料６,５０８万４，６４０円（同２６．５％）、総務使用料４，１２９万４，６４６円

教育使用料で２，０７０万５，９０３円、総務使用料で４１１万３７円増加したことによるものである。

     第14款　使用料及び手数料

調　定　額 収 入 済 額

収　入　率

対予算 対調定

３

増

減

４

収入済額は５,２７０万９，９６７円で、このうち主なものは、民生費負担金５,１２５万３，５１２円（構成

収入済額は２億４，５３５万７，１７９円で、このうち主なものは、土木使用料７,８６６万７，００３円

     第13款　分担金及び負担金　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

8,776,180,896 8,633,494,552 8,633,494,552 0 0 ▲ 142,686,344 98.4 100.0

8,333,496,000 6,809,224,465 6,809,224,465 0 0 ▲ 1,524,271,535 81.7 100.0

442,684,896 1,824,270,087 1,824,270,087 0 0 1,381,585,191 16.7 0.0

ア

イ

増加したことによるものである。

ウ 　対予算収入率は９８．４％である。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

2,038,356,000 1,973,708,966 1,973,708,966 0 0 ▲ 64,647,034 96.8 100.0

1,827,781,000 1,690,805,817 1,690,805,817 0 0 ▲ 136,975,183 92.5 100.0

210,575,000 282,903,149 282,903,149 0 0 72,328,149 4.3 0.0

ア

イ

助金３億１，４８８万８，６７２円（同１６．０％）である。

で７９０万３，２４８円増加したことによるものである。

ウ 　対予算収入率は９６．８％である。

予算現額と
収入済額と
の　比　較

　県支出金の歳入構成比は６．５％で、前年度の６．６％より０．１ポイント低くなっている。

収入済額は１９億７，３７０万８，９６６円で、このうち主なものは、民生費県負担金１０億３,５９６万

３，７４０円（構成比５２．５％）、総務費県補助金３億７,８６８万１，８３７円（同１９．２％）、民生費県補

収　　　入
未　済　額

また、収入済額は前年度より１８億２，４２７万８７円（２６．８％)増加している。これは主として、民

８，２９７万８千円、総務費国庫補助金で１億４，９８２万５，５００円、教育費国庫補助金で６，７６５万３千円

国庫補助金７億２，８１１万２千円（同８．４％）、総務費国庫補助金６億４，６０４万円（同７．５％）である。

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

     第15款　国　庫　支　出　金　　　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

収　　　入
未　済　額

収　入　率

対予算 対調定

不　　　納
欠　損　額

３

生費国庫補助金で６億７，５７８万８，３７７円、民生費国庫負担金で８，５８１万８，９６３円、消防費国庫補

４

収入済額は８６億３，３４９万４，５５２円で、このうち主なものは、衛生費国庫補助金３１億６，６７５万

　国庫支出金の歳入構成比は２８．６％で､前年度の２６．５％より２．１ポイント高くなっている。

２０億７４７万８，３７９円、農林水産業費国庫補助金で２億１，９８８万３千円、土木費国庫補助金で１億

増

減

４

増

減

６，３７９円（構成比３６．７％）、民生費国庫負担金２６億１，４３５万５，５０５円（同３０．３％）、土木費

不　　　納
欠　損　額 対予算 対調定

て、教育費県補助金で７１７万６，７１４円の減となったが、民生費県補助金で１億７，４２７万９，４００

円、商工費県補助金で７，１０８万５千円、衛生費県補助金で１，１６７万５７円、農林水産業費県補助金

３

助金で８，２２０万円、衛生費国庫負担金で４，６０７万９，０３５円の減となったが、衛生費国庫補助金で

また、収入済額は前年度より２億８，２９０万３，１４９円（１６．７％）増加している。これは主とし

     第16款　県　支　出　金

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

41,659,000 41,755,285 41,755,285 0 0 96,285 100.2 100.0

36,349,000 44,884,971 44,884,971 0 0 8,535,971 123.5 100.0

5,310,000 ▲ 3,129,686 ▲ 3,129,686 0 0 ▲ 8,439,686 ▲ 23.3 0.0

ア

イ

比３５．２％）、不動産売払収入１,４６９万２５０円（同３５．２％）である。

ウ 　対予算収入率は１００．２％である。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

26,109,000 22,354,851 22,354,851 0 0 ▲ 3,754,149 85.6 100.0

48,965,000 38,925,865 38,925,865 0 0 ▲ 10,039,135 79.5 100.0

▲ 22,856,000 ▲ 16,571,014 ▲ 16,571,014 0 0 6,284,986 6.1 0.0

ア

イ

ウ 　対予算収入率は８５．６％である。

務費寄附金で１,６００万９，７８４円減少したことによるものである。

　また、収入済額は前年度より３１２万９，６８６円（７．０％）減少している。これは主として、不動

産売払収入で３２２万１，０８５円減少したことによるものである。

　寄附金の歳入構成比は０．１％で、前年度の０．２％より０．１ポイント低くなっている。

収入済額は２，２３５万４，８５１円で､このうち主なものは、総務費寄附金２，１８３万７，１７６円（構成

また、収入済額は前年度より１,６５７万１，０１４円（４２．６％）減少している。これは主として、総

収　　入
未 済 額

不　　納
欠 損 額

収　入　率

対予算

対調定

３

増

減

     第17款　財　産　収　入　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　納
欠 損 額

収　入　率収　　入
未 済 額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

予算現額と
収入済額と
の　比　較

　財産収入の歳入構成比は０．１％で、前年度の０．２％より０．１ポイント低くなっている。

収入済額は４,１７５万５，２８５円で、このうち主なものは、財産貸付収入１,４７１万８，０１７円（構成

増

減

４

４

対予算

     第18款　寄　　附　　金　　

対調定

３

比９７．７％）、衛生費寄附金２６万６千円（同１．２％）である。

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

947,909,000 946,182,372 946,182,372 0 0 ▲ 1,726,628 99.8 100.0

470,661,000 455,169,368 455,169,368 0 0 ▲ 15,491,632 96.7 100.0

477,248,000 491,013,004 491,013,004 0 0 13,765,004 3.1 0.0

ア

イ

よるものである。

ウ 　対予算収入率は９９．８％である。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

510,539,621 510,539,879 510,539,879 0 0 258 100.0 100.0

416,215,182 416,215,185 416,215,185 0 0 3 100.0 100.0

94,324,439 94,324,694 94,324,694 0 0 255 0.0 0.0

ア 　繰越金の歳入構成比は１．７％で、前年度の１．６％より０．１ポイント高くなっている。

イ 　収入済額は５億１,０５３万９，８７９円で、前年度より９，４３２万４，６９４円（２２．７％）増加している。

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算

増

減

４

     第20款　繰　　越　　金　　

年

度
予 算 現 額

収入済額は９億４，６１８万２，３７２円で、このうち主なものは、財政調整基金繰入金６億

金で２，５０３万４，４８８円の減となったが、財政調整基金繰入金で５億３，２５１万５千円増加したことに

して、駐留軍等再編対策事業基金繰入金で３，６０７万２，７２８円、東日本大震災復興推進基金繰入

２３．４％）、特定防衛施設周辺整備調整交付金事業基金繰入金７，１００万円（同７．５％）である。

不　納
欠損額

収　　入
未 済 額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

     第19款　繰　　入　　金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

調　定　額 収 入 済 額
不　納
欠損額

収　　入
未 済 額 対調定

収　入　率

対予算

３

また、収入済額は前年度より４億９，１０１万３，００４円（１０７．９％）増加している。これは主と

４

３

増

減

対調定

３，４５６万４千円（構成比６７．１％）、駐留軍等再編対策事業基金繰入金２億２，１４３万４，１５２円（同

　繰入金の歳入構成比は３．１％で、前年度の１．８％より１．３ポイント高くなっている。
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

755,928,000 828,732,048 767,041,987 4,023,777 57,666,284 11,113,987 101.5 92.6

670,189,000 748,124,687 696,256,329 0 51,868,358 26,067,329 103.9 93.1

85,739,000 80,607,361 70,785,658 4,023,777 5,797,926 ▲ 14,953,342 ▲ 2.4 ▲ 0.5

ア

イ

ウ

エ

オ 収入未済額は５，７６６万６，２８４円で、これは雑入５，２５７万１，２８４円、奨学資金貸付金元金収入

５０９万５千円である。

　また、収入未済額は前年度より５７９万７，９２６円（１１．２％）増加している。

１億５，７１８万５，９１２円（同２０．５％）である。

比４４．１％）、小口保証特別融資預託金回収金１億９,２００万円（同２５．０％）、学校給食費負担金

学校給食費負担金で６１８万５，６５１円、奨学資金貸付金元金収入で３７２万円の減となったが、雑入

で７，２３５万２，９５５円、スカイプラザミサワ株式会社貸付金元金収入で６００万円増加したことによ

　対予算収入率は１０１．５％である。

　対調定収入率は９２．６％である。

るものである。

予算現額と
収入済額と
の　比　較

　諸収入の歳入構成比は２．５％で、前年度の２．７％より０．２ポイント低くなっている。

収入済額は７億６，７０４万１，９８７円で、このうち主なものは、雑入３億３，８４５万６，２８１円（構成

また、収入済額は前年度より７，０７８万５，６５８円（１０．２％）増加している。これは主として、

４

３

増

減

     第21款　諸　　収　　入　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

収　入　率

対予算

不　　　納
欠　損　額 対調定

収　　　入
未　済　額

- 19 -



円 円 円 円 円 円 ％ ％

3,174,513,000 3,127,513,000 3,127,513,000 0 0 ▲ 47,000,000 98.5 100.0

2,340,246,000 1,290,946,000 1,290,946,000 0 0 ▲ 1,049,300,000 55.2 100.0

834,267,000 1,836,567,000 1,836,567,000 0 0 1,002,300,000 43.3 0.0

ア

イ

 

対調定

３

増

減

４

収　　　入
未　済　額

　市債の歳入構成比は１０．４％で、前年度の５．０％より５．４ポイント高くなっている｡

     第22款　市　　　　　債

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

収　入　率

対予算

予算現額と
収入済額と
の　比　較

４，３８０万円増加したことによるものである。

て、臨時財政対策債で２億６，０３３万３千円の減となったが、衛生債で１９億４９０万円、教育債で１億

不　　　納
欠　損　額

収入済額は３１億２，７５１万３千円で､このうち主なものは、衛生債２５億９，２６０万円（構成比８２．

９％）、臨時財政対策債１億６，９１１万３千円（同５．４％）、土木債１億６，８６０万円（同５．４％）、

また、収入済額は前年度より１８億３，６５６万７千円（１４２．３％）増加している。これは主とし

教育債１億６，８４０万円（同５．４％）である。

- 20 -



円 円 円 円 円 円 円 ％

202,322,000 198,552,201 0 0 0 0 3,769,799 98.1

187,658,000 182,411,468 0 0 0 0 5,246,532 97.2

14,664,000 16,140,733 0 0 0 0 ▲ 1,476,733 0.9

ア

イ

ウ

円 円 円 円 円 円 円 ％

3,455,524,000 3,340,819,903 0 0 0 0 114,704,097 96.7

3,328,072,000 3,220,034,760 1,000 4,565,000 0 4,566,000 103,471,240 96.8

127,452,000 120,785,143 ▲ 1,000 ▲ 4,565,000 0 ▲ 4,566,000 11,232,857 ▲ 0.1

ア

イ

ウ

して、駐留軍等再編対策事業基金費で１億９９９万８，９０６円、ＣＡＴＶ運営管理費で１億５０８万

７３２円、公共施設等整備基金費で６，６７４万６，５５０円の減となったが、特定防衛施設周辺整備調

整交付金事業基金費で２億３千万６，４２６円、市民相談設置費で８，７４７万２，０９９円、一般管理費

で５，７０５万２，４９５円増加したことによるものである。

増

減

９，２０１円（構成比２５．８％）、特定防衛施設周辺整備調整交付金事業基金費３億８，００１万

また、支出済額は、前年度より１億２，０７８万５，１４３円（３．８％）増加している。これは主と

　総務費の歳出構成比は１１．４％で、前年度の１３．０％より１．６ポイント低くなっている。

支出済額は３３億４，０８１万９，９０３円で、このうち主なものは、一般管理費８億６，１３６万

３，９８１円（同１１．４％）、政策管理費３億２，９９０万９，８６４円（同９．９％）、ＣＡＴＶ運営管理費２億

不用額は１億１，４７０万４，０９７円で、このうち主なものは、一般管理費３，３３３万４，７９９円、政

策管理費２,６１１万１，１３６円、ＣＡＴＶ運営管理費１，２７８万３，７０５円である。

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

執
行
率

３

４

　議会費の歳出構成比は０．７％で、前年度と同率である。

支出済額は１億９，８５５万２，２０１円であり､前年度より１，６１４万７３３円（８．８％）増加してい

る。
　不用額は３７６万９，７９９円である。

     第２款　総　　務　　費　　

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額

繰越明許費 事故繰越し 計

３

増

減

４

６，１５７万６，２９５円（同７．８％）である。

 　(2) 歳       出

     第１款　議　　会　　費　　

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越
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円 円 円 円 円 円 円 ％

8,278,922,896 7,887,413,824 0 0 0 0 391,509,072 95.3

8,878,169,000 8,306,557,762 0 131,572,896 0 131,572,896 440,038,342 93.6

▲ 599,246,104 ▲ 419,143,938 0 ▲ 131,572,896 0 ▲ 131,572,896 ▲ 48,529,270 1.7

ア

イ

ウ

て、社会福祉総務費で２億５，６４６万４，６９０円、児童措置費で１億３，９９６万８，８３１円の増となった

が、子育て世帯への臨時特別給付事業費で４億５，９９６万９，９４８円、住民税非課税世帯等に対する

不用額は３億９，１５０万９，０７２円で、このうち主なものは、扶助費８，７１６万９，１４３円、障害者

４，４２９万７，２５１円、児童措置費４，４２３万７，９２８円である。

自立支援事業費４，８８１万２，９４０円、児童福祉総務費４，４６９万９，３６６円、社会福祉総務費

臨時特別給付事業費で３億２，７６３万３，３３７円減少したことによるものである。

　民生費の歳出構成比は２６．８％で、前年度の３３．４％より６．６ポイント低くなっている。

支出済額は７８億８，７４１万３，８２４円で、このうち主なものは、児童措置費１９億８,０４０万４，０７２

円（構成比２５．１％）、障害者自立支援事業費１２億５，１１５万４，０６０円（同１５．９％）、社会福祉

総務費８億７，１８５万３，７４９円（同１１．０％）、扶助費８億３，４６９万８，８５７円（同１０．６％）、老人

福祉費６億９，６５７万５，４３６円（同８．８％）、児童手当費４億６，８３１万１，１０１円（同５．９％）であ

また、支出済額は前年度より４億１，９１４万３，９３８円（５．０％）減少している。これは主とし

る。

計

３

増

減

継 続 費
逓次繰越

事故繰越し繰越明許費

４

     第３款　民　　生　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率
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円 円 円 円 円 円 円 ％

8,424,412,000 8,326,159,247 1,550,000 0 0 1,550,000 96,702,753 98.8

6,525,122,000 4,409,965,615 2,042,163,000 0 0 2,042,163,000 72,993,385 67.6

1,899,290,000 3,916,193,632 ▲ 2,040,613,000 0 0 ▲ 2,040,613,000 23,709,368 31.2

ア

イ

ウ

３

増

減

円（同６．８％）、新型コロナウイルス感染症対策費１億８，９８４万８３６円（同２．３％）、火葬場改修

２,６４２万３，１６４円、塵芥処理費１，６５５万６３９円、予防費１，４２２万１，８１５円である。

不用額は９，６７０万２，７５３円で、このうち主なものは、新型コロナウイルス感染症対策費

事業費１億４，８５２万４，８１８円（同１．８％）、予防費１億４，１８３万１，１８５円（同１．７％）である。

繰越明許費
不　用　額

計事故繰越し

また、支出済額は前年度より３９億１，６１９万３，６３２円（８８．８％）増加している。これは主とし

６，５１８万２，６９５円増加したことによるものである。

支出済額は８３億２，６１５万９，２４７円で、このうち主なものは、焼却施設整備事業費５７億１，２４４

　衛生費の歳出構成比は２８．３％で、前年度の１７．７％より１０．６ポイント高くなっている。

万６２円（構成比６８．６％）、病院費７億９，７６９万円（同９．６％）、塵芥処理費５億７，００７万５，３６１

４

て、火葬場改修事業費で２億８，８１４万６，１３３円の減となったが、焼却施設整備事業費で４１億

     第４款　衛　　生　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額 執
行
率

継 続 費
逓次繰越
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円 円 円 円 円 円 円 ％

82,730,000 81,430,408 0 0 0 0 1,299,592 98.4

45,912,000 45,192,390 0 0 0 0 719,610 98.4

36,818,000 36,238,018 0 0 0 0 579,982 0.0

ア

イ

ウ

である。

支出済額は８，１４３万４０８円で、このうち主なものは、勤労青少年体育施設運営費４，９８７万

３，４３２円（構成比６１．２％）、労働諸費１,３９０万円（同１７．１％）である。

また、支出済額は前年度より３，６２３万８，０１８円（８０．２％）増加している。これは主として、

勤労青少年体育施設運営費で３，０５８万１，５８０円増加したことによるものである。

執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し

　不用額は１２９万９，５９２円で、このうち主なものは、勤労青少年体育施設運営費４７万８，５６８円

計

３

増

減

４

　労働費の歳出構成比は０．３％で、前年度の０．２％より０．１ポイント高くなっている。

     第５款　労　　働　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
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円 円 円 円 円 円 円 ％

893,877,000 838,083,084 0 0 0 0 55,793,916 93.8

665,390,000 549,307,882 0 91,445,000 0 91,445,000 24,637,118 82.6

228,487,000 288,775,202 0 ▲ 91,445,000 0 ▲ 91,445,000 31,156,798 11.2

ア

イ

ウ

支出済額は８億３，８０８万３，０８４円で、このうち主なものは、農業集落排水事業費２億２６９万５千

円（構成比２４．２％）、漁業者等地域住民交流施設整備事業費１億７１２万１，８２３円（同１２．８％）、農

業振興費１億２００万３０２円（同１２．２％）、農業総務費８，７８４万９，９３６円（同１０．５％）である。

また、支出済額は前年度より２億８，８７７万５，２０２円（５２．６％）増加している。これは主とし

て、漁業者等地域住民交流施設整備事業費で１億７１２万１，８２３円、農業振興費で７，４６２万３，７２４

円、農民研修所改修事業費で４，５２０万２０５円増加したことによるものである。

計

３

増

減

４

　農林水産業費の歳出構成比は２．９％で､前年度の２．２％より０．７ポイント高くなっている。

不用額は５，５７９万３，９１６円で、このうち主なものは、農民研修所改修事業費２，２１８万２，１０２

円、農業振興費１，５０６万５，６９８円、漁業者等地域住民交流施設整備事業費７９６万１，１７７円である。

     第６款　農 林 水 産 業 費　　

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し
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円 円 円 円 円 円 円 ％

1,080,876,000 998,301,643 0 0 0 0 82,574,357 92.4

889,128,000 795,616,324 0 70,354,000 0 70,354,000 23,157,676 89.5

191,748,000 202,685,319 0 ▲ 70,354,000 0 ▲ 70,354,000 59,416,681 2.9

ア

イ

ウ

計

３

増

減

４

　商工費の歳出構成比は３．４％で、前年度の３．２％より０．２ポイント高くなっている。

７６６万４，９８７円である。

執
行
率

継 続 費
逓次繰越

商工振興費で２億５，９５７万３，４４５円増加したことによるものである。

不用額は８，２５７万４，３５７円で、このうち主なものは、商工振興費７，２０８万１，４２９円、観光費

支出済額は９億９,８３０万１，６４３円で、このうち主なものは、商工振興費７億１，５７３万８，５７１円

（構成比７１．７％）、商工総務費９，７６６万６，９０２円（同９．８％）、斗南藩記念観光村管理費７，０１４

万９，２５４円（同７．０％）である。

また、支出済額は前年度より２億２６８万５，３１９円（２５．５％）増加している。これは主として、

     第７款　商　　工　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
繰越明許費 事故繰越し
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円 円 円 円 円 円 円 ％

2,840,282,621 2,723,860,543 0 0 0 0 116,422,078 95.9

2,907,609,182 2,574,698,022 0 259,245,621 0 259,245,621 73,665,539 88.6

▲ 67,326,561 149,162,521 0 ▲ 259,245,621 0 ▲ 259,245,621 42,756,539 7.3

ア

イ

ウ

     第８款　土　　木　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率計

継 続 費
逓次繰越

事故繰越し繰越明許費

４

　土木費の歳出構成比は９．３％で、前年度の１０．４％より１．１ポイント低くなっている。

市公園整備事業費で２，７６８万２，６７５円減となったが、民生安定道路整備事業費で１億５，６５６万

不用額は１億１，６４２万２，０７８円で、このうち主なものは、道路維持費４，７３６万２，１２９円、駅東

団地建替事業費１，１０７万３，８９２円、松原町地区道路整備事業費９８９万７，６３７円である。

８，８１３円、駅東団地建替事業費で８，３４２万２，１４１円増加したことによるものである。

３

増

減

支出済額は２７億２，３８６万５４３円で、このうち主なものは、道路維持費７億５，４７０万３，６７１円

（構成比２７．７％）、下水道事業費４億３，０６２万１千円（同１５．８％）、民生安定道路整備事業費

３億２，２６７万６，４５０円（同１１．８％）、公園管理費１億２，０６８万８，３６９円（同４．４％）である。

また、支出済額は、前年度より１億４，９１６万２，５２１円（５．８％）増加している。これは主とし

て、下水道事業費で４，９７４万１千円、公営住宅等ストック総合改善事業費で３,１５１万８，０２５円、都
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円 円 円 円 円 円 円 ％

1,089,293,000 1,072,869,751 0 0 0 0 16,423,249 98.5

1,202,754,000 1,185,705,821 0 0 0 0 17,048,179 98.6

▲ 113,461,000 ▲ 112,836,070 0 0 0 0 ▲ 624,930 ▲ 0.1

ア

イ

ウ

     第９款　消　　防　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

３

増

減

４

　消防費の歳出構成比は３．６％で、前年度の４．８％より１．２ポイント低くなっている。

費３２３万５，９１３円である。

支出済額は１０億７，２８６万９，７５１円で、このうち主なものは、常備消防費９億２，２９５万９，９１１

円（構成比８６．０％）、消防車両費５，５３４万６，７１０円（同５．２％）である。

また、支出済額は前年度より１億１，２８３万６，０７０円（９．５％）減少している。これは主とし

て、消防車両費で９，０８２万６，５９０円、常備消防費で２，２３２万１，７８９円減少したことによるもの

不用額は１,６４２万３，２４９円で、このうち主なものは、常備消防費１,１６０万８９円、非常備消防

である。
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円 円 円 円 円 円 円 ％

2,596,396,000 2,477,211,057 35,170,000 0 0 35,170,000 84,014,943 95.4

2,116,896,000 2,059,645,573 0 0 0 0 57,250,427 97.3

479,500,000 417,565,484 35,170,000 0 0 35,170,000 26,764,516 ▲ 1.9

ア

イ

ウ

４

円、アイスアリーナ管理費で３，４５７万５，８１６円、小学校費・営繕費で３，１８２万４，１１６円増加したこ

とによるものである。

学校空調設備整備事業費２億９，４５５万１，８５０円（同１１．９％）である。

また、支出済額は、前年度より４億１，７５６万５，４８４円（２０．３％）増加している。これは主とし

円、小学校・学校管理費７２４万４，８５９円、小学校・教育振興費６５８万２，１７０円である。

２，４７３万５，１５０円、アイスアリーナ管理費８７４万３，１８０円、学校給食センター運営費７８５万３，８９３

て、小学校費・学校空調設備整備事業費で２億９，４５５万１，８５０円、図書館費で４，８５０万９，１８９

増

減

　教育費の歳出構成比は８．４％で､前年度の８．３％より０．１ポイント高くなっている。

不　用　額
執
行
率

不用額は８，４０１万４，９４３円で、このうち主なものは、小学校費・学校空調設備整備事業費

９，５３６万１，１０７円（構成比１６．０％）、事務局費３億４３０万７，８５７円（同１２．３％）、小学校費・

繰越明許費 計
継 続 費
逓次繰越

支出済額は２４億７，７２１万１，０５７円で、このうち主なものは、学校給食センター運営費３億

     第10款　教　　育　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

事故繰越し

３
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円 円 円 円 円 円 円 ％

1,448,422,000 1,448,345,399 0 0 0 0 76,601 100.0

1,503,257,000 1,503,179,780 0 0 0 0 77,220 100.0

▲ 54,835,000 ▲ 54,834,381 0 0 0 0 ▲ 619 0.0

ア

イ

ウ

円 円

４

３

20,000,000

020,000,000

増
減

0 0 0

４

　公債費の歳出構成比は４．９％で、前年度の６．１％より１．２ポイント低くなっている。

20,000,000

0

0 20,000,000

0

（　不　用　額　）

0
円 円

３

増

減

支出済額は１４億４，８３４万５，３９９円で、このうち主なものは、元金１４億１９万１，３７５円（構成

比９６．７％）である。

また、支出済額は前年度より５，４８３万４，３８１円（３．６％）減少している。これは主として、

元金で４，４０８万６，７３３円、利子で１,０７４万１，７７９円減少したことによるものである。

計

　不用額は７万６，６０１円である。

補正予算額 充　用　額
予　算　現　額

     第14款　予　　備　　費

年
度

当初予算額

     第12款　公　　債　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し
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特  別  会  計 



 



％

94.0

97.7

▲ 3.7

ア

会計繰入金３億７，３５６万２千円（同１０．１％）である。

　また、収入済額は前年度より１億１，２５２万４６円（２．９％)減少している。

民健康保険税で５，３０１万１，６９８円減少したことによるものである。

イ

ウ

ものである。

 ２　特　別　会　計

 　(1) 三沢市国民健康保険特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予 算 現 額 と
収 入 済 額 と
の 比 較

収 入 率

対予算 対調定

４
円 円 円 円 円 円 ％

3,948,228,000 3,960,194,832 3,712,270,924 26,761,761 221,188,747 ▲ 235,957,076 93.7

3,916,201,000 92.6３ 4,132,097,395 3,824,790,970 30,743,720 277,016,202 ▲ 91,410,030

32,027,000 1.1
増

減
▲ 171,902,563 ▲ 112,520,046 ▲ 3,981,959 ▲ 55,827,455 ▲ 144,547,046

収入済額は３７億１，２２７万９２４円で、このうち主なものは、保険給付費等交付金２４億８,３２４万

２，８９３円（構成比６６．９％）、一般被保険者国民健康保険税８億１７７万７，８４７円（同２１．６％）、一般

これは主として、診療報酬支払準備基金繰入金で１，４８２万６千円、一般会計繰入金で１,４５１万４千円、

雑入で１，４３４万４２１円の増となったが、保険給付費等交付金で１億２１２万５，８６６円、一般被保険者国

対予算収入率は９４．０％である。これは主として、保険給付費等交付金で減収となったことによる

　不納欠損額は２，６７６万１，７６１円で、前年度より３９８万１，９５９円（１３．０％）減少している。
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円 ％

3,948,228,000 90.6

3,916,201,000 95.8

32,027,000 ▲ 5.2

ア

２，７４１円（同６．８％）である。

　また、支出済額は前年度より１億７，６４３万７，９２５ 円（４．７％）減少している。

イ

円、予備費２千万円である。

　

　　　　歳　　出

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

不 用 額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

４
円 円 円 円 円 円

3,575,844,407 0 0 0 0 372,383,593

３ 3,752,282,332 0 0 0 0 163,918,668

▲ 176,437,925 0 0 0 0 208,464,925
増

減

　支出済額は３５億７，５８４万４，４０７円で、このうち主なものは、一般被保険者療養給付費２０億４，７１５万

９，５１９円（構成比５７．２％）、一般被保険者医療給付費分６億９，６７１万４，２９２円（同１９．５％）、一般被

保険者高額療養費３億３６１万８，８９３円（同８．５％）、一般被保険者後期高齢者支援金等分２億４，２０７万

これは主として、一般被保険者医療給付費分で８，０２８万８，４１０円、一般被保険者療養給付費で７，０３５

万２，４５３円、一般被保険者高額療養費で１，９８４万６，７９９円減少したことによるものである。

３，４８１円、一般被保険者医療給付費分１億２９４万９，７０８円、一般被保険者高額療養費４，４４２万７，１０７

不用額は３億７，２３８万３，５９３円で、このうち主なものは、一般被保険者療養給付費１億６,６３６万
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％

103.6

105.0

▲ 1.4

ア

１２．８％）である。

　また、収入済額は前年度より８５０万７，３０８円（０．７％）減少している。

４８３万８，６８０円増となったが、繰越金で３，３１５万６，６０６円減少したことによるものである。

イ

よるものである。

円 ％

1,242,114,000 99.0

1,234,221,000 94.9

7,893,000 4.1

ア

（構成比７９．８％）である。

　また、支出済額は前年度より５，８２９万７，８３９円（５．０％）増加している。

イ 　不用額は１，３００万９，１２４円で、このうち主なものは、と畜場事業費１，２９９万８，４０３円である。

　

収 入 率

 　(2) 三沢市食肉処理センター特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の 比 較

円 円 円 円

1,287,402,327 0 0 45,288,327

対予算 対調定

円 ％

100.01,242,114,000 1,287,402,327

３

４
円

1,234,221,000 1,295,909,635 1,295,909,635 0 0 61,688,635 100.0

0.0
増

減
7,893,000 ▲ 8,507,308 ▲ 8,507,308 0 0 ▲ 16,400,308

収入済額は１２億８，７４０万２，３２７円で、このうち主なものは、と畜場使用料４億３,８５７万円（構成比

３４．１％）、と殺解体料３億６，０８２万３，５００円（同２８．０％）、内臓処理料１億６,４４６万３，７５０円（同

これは主として、と畜場使用料で６６３万２，５６０円、と殺解体料で５４５万６，７８８円、冷蔵庫使用料で

　　　　歳　　出

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

不 用 額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事 故 繰 越 し 計

４
円 円 円 円 円 円

1,229,104,876 0 0 0 0 13,009,124

３ 1,170,807,037 0 0 0 0 63,413,963

0 0
増

減
58,297,839 0 0

１億３７０万１，０７２円増加したことによるものである。

これは主として、食肉処理センター基金積立金で４，５４０万３，２３３円減となったが、と畜場事業費で

対予算収入率は１０３．６％である。これは主として、ボイル料と大貫処理料で増収となったことに

支出済額は１２億２，９１０万４，８７６円で、このうち主なものは、と畜場事業費９億８，０２９万７，５９７円

▲ 50,404,839
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％

98.6

100.2

▲ 1.6

ア

庫負担金の介護給付費負担金６億３，９５４万７，３４１円（同１６．８％）である。

　また、収入済額は前年度より８６４万６，５２２円（０．２％）減少している。

円減少したとによるものである。

イ 　不納欠損額は６９４万３，５００円で、前年度より３０万３，８００円（４．６％）増加している。

ウ

となったことによるものである。

円 ％

3,859,086,000 96.1

3,806,482,000 97.3

52,604,000 ▲ 1.2

ア

　また、支出済額は前年度より５１７万８２２円（０．１％）増加している。

イ

４，６９６円、予備費１千万円である。

支出済額は３７億９０４万９，３４３円で、このうち主なものは、居宅介護サービス給付費１４億１，５８９

万９０４円（構成比３８．２％）、地域密着型介護サービス給付費８億７，１４１万８，３６６円（同

47,433,178

不用額は１億５，００３万６，６５７円で、このうち主なものは、居宅介護サービス給付費３，４５３万

１，０９６円、地域密着型介護サービス給付費２，８５８万３，６３４円、施設介護サービス給付費２，１６５万

増

減

収入済額は３８億６６８万１，９５１円で、このうち主なものは、介護給付費交付金９億１，４８９万

２３．５％）、施設介護サービス給付費７億３,０８２万３０４円（同１９．７％）である。

これは主として、特定入所者介護サービス費で１，３７１万７，０５９円減となったが、償還金で１，１０９

0 0 0

これは主として、介護保険給付費支払準備基金繰入金で２，６０７万８千円増となったが、介護給付費

5,170,822 0

0 0 0 0 102,603,479３ 3,703,878,521

円

3,709,049,343 0 0 0 0 150,036,657４
円 円 円 円 円

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額
不 用 額

執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

　　　　歳　　出

８，６８３円（構成比２４．１％）、第１号被保険者保険料７億６,５３５万５，４０８円（同２０．１％）、国

交付金で１，４４０万９，１１２円、国庫補助金の地域支援事業交付金（総合事業以外）で７２９万７，２９０

52,604,000 ▲ 8,737,130 ▲ 8,646,522 303,800 475,992 ▲ 61,250,522 0.0
増

減

3,806,482,000 3,838,091,718 3,815,328,473 6,639,700 16,774,345 8,846,473 99.4

3,859,086,000 3,829,354,588

３

４
円

▲ 52,404,049

対予算 対調定

円 ％

99.43,806,681,951 6,943,500 17,250,337

 　(3) 三沢市介護保険特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現 額と
収入済 額と
の 比 較

対予算収入率は９８．６％である。これは主として、地域支援事業交付金（総合事業以外）で減収

円、調整交付金で６７３万２千円、県補助金の地域支援事業交付金（総合事業以外）で３６４万８，６４５

万３８４円、地域密着型介護サービス給付費で９７９万７，９９８円増加したことによるものである。

収 入 率

円 円 円 円
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％

99.1

97.7

1.4

ア

９，６８９万５千円（同１９．８％）である。

　また、収入済額は前年度より３，８８０万４，３７２円（８.６％）増加している。

８６９万９千円増加したことによるものである。

イ 　対予算収入率は９９．１％である。これは主として、雑入で増収となったことによるものである。

 

円 ％

494,532,000 95.3

461,887,000 96.1

32,645,000 ▲ 0.8

ア

る。

イ

収入済額は４億８，９８７万９，３１３円で、このうち主なものは、特別徴収保険料１億７，０７０万１００円

（構成比３４．９％）、普通徴収保険料１億６，３１１万２，６００円（同３３．３％）、保険基盤安定繰入金

これは主として、普通徴収保険料で１，５４３万１，１００円、雑入で１，０２２万３，２３８円、事務費繰入金で

支出済額は４億７，１１４万１，３４９円で、このうち主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金４億

また、支出済額は前年度より２，７１２万 ２，２０７円（６．１％）増加している。これは主として、後期

高齢者医療広域連合納付金で１，６０７万２０円、一般管理費で４２９万６３９円増加したことによるものであ

　不用額は２，３３９万６５１円で、このうち主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金１，８６５万８，０１０

円、一般管理費２１５万８，７０１円である。

２，４３３万５，９９０円（構成比９０．１％）、一般管理費３，０５３万２９９円（同６．５％）である。

増

減
27,122,207 0 0 0 0 5,522,793

444,019,142 0 0 0 17,867,8580３

円

471,141,349 0 0 0 0 23,390,651

計

４
円 円 円 円 円

　　　　歳　　出

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

不 用 額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し

32,645,000 39,023,172 38,804,372 ▲ 799,100 1,282,500 6,159,372 0.0
増

減

461,887,000 453,452,541 451,074,941 799,100 2,167,200 ▲ 10,812,059 99.5

494,532,000 492,475,713

３

４
円

▲ 4,652,687

対予算 対調定

円 ％

99.5

予算現額と
収入済額と
の 比 較

円 円 円 円

489,879,313 0 3,449,700

収 入 率

 　(4) 三沢市後期高齢者医療特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額
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増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

5,382,951.99 17,855.95 19,709.34 5,381,098.60

　

増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

257,987.87 4,142.99 4,860.12 257,270.74

増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

1,843,326.79 32.38 0.00 1,843,359.17
㎥ ㎥ ㎥ ㎥

35,087.40 0.00 0.00 35,087.40

増 減
個 個 個 個

0 0 0 0

増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

6.00 0.00 0.00 6.00

1,280,869.25 1,281,357.993,146.65普 通 財 産

1,441.61

計

決算年度末現在高

2,657.91

22,367.25

決 算 年 度 中 増 減 高

259,511.46 4,801.63 258,712.35

普 通 財 産 1,523.59 658.64 740.62

5,600.74

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高 決算年度末現在高

 　(5) 物　　　　権

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高 決算年度末現在高

―

温 泉 権

地 上 権 0.00 0.00 0.00

計 6.00 0.00 6.00

Ⅲ　財　　　　　産

 １　公　有　財　産

 　(3) 山　　　　林

 　(4) 動　　　　産

面 積

立木の推定蓄積量

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分

6,662,456.59

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高

6,663,821.24 21,002.60

 　(1) 土　　　　地

行 政 財 産

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高 決算年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決 算 年 度 中 増 減 高

決 算 年 度 中 増 減 高

 　(2) 建　　　　物  

決 算 年 度 中 増 減 高

0.00

0.00

前年度末現在高 決算年度末現在高

行 政 財 産

計
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増 減
円 円 円 円

120,900,000 0 0 120,900,000

増 減
円 円 円 円

185,241,000 0 3,636,000 181,605,000

増 減

調 度 品 類 22 22

繊 維 皮 革 製 品 類 6 6

事 務 用 品 類 28 28

計 量 器 類 14 3 1 16

光学音響通信機器類 19 19

医 療 機 器 類 31 2 33

厨 房 調 理 機 器 類 20 20

機 械 器 具 類 132 8 5 135

車 両 類 148 6 5 149

音 楽 用 品 類 24 24

運 動 用 具 類 61 61

図 書 美 術 品 類 50 50

雑 品 類 18 18

計 573 19 11 581

増 減
円 円 円 円

629,622,600 12,180,000 65,455,000 576,347,600

債 権 数 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

 ２　物　　　　　品

　　　車両並びに５０万円以上の物品

16

出 資 件 数

株 券

 　(7) 出資による権利

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

決 算 年 度 中 増 減 高
決算年度末現在高前年度末現在高

5

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。　　（単位：個、台、一式等）

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

 ３　債　　　　　権
       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

 　(6) 有　価　証　券

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高
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増 減
円 円 円 円

2,406,335,628 337,005,004 634,564,000 2,108,776,632

五 百 万 円 積 立 基 金 3,603,125 72 0 3,603,197

減 債 基 金 1,317,154,314 985,005,954 975,000,000 1,327,160,268

土 地 開 発 基 金 645,161,410 3,957,759 3,955,420 645,163,749

国 際 交 流 基 金 42,182,673 100,843 0 42,283,516

公共施設等整備基金 805,961,960 100,014,403 0 905,976,363

大空ひろば整備基金 3,336,081 66 0 3,336,147

駐 留 軍 等 再 編
対 策 事 業 基 金

344,348,228 70,013,848 221,434,152 192,927,924

社 会 福 祉 基 金 4,078,146 31,735 200,000 3,909,881

招 和 台 基 金 4,966,686 99 0 4,966,785

ミス・ビードル基金 3,327 0 0 3,327

ふるさと活性化基金 10,403,679 209 0 10,403,888

緑 化 基 金 1,903,885 38 0 1,903,923

ス ポ ー ツ 振 興 基 金 3,027,783 60 0 3,027,843

姉 妹 都 市 教 育 基 金 1,011,821 20 0 1,011,841

国民健康保険診療報酬
支 払 準 備 基 金

508,563,568 72,508,638 21,391,000 559,681,206

食肉処理センター基金 648,227,524 62,577,929 0 710,805,453

介 護 保 険 給 付 費
支 払 準 備 基 金

235,653,698 111,454,692 50,198,000 296,910,390

家 畜 導 入 事 業 基 金 18,147,932 10,985,990 11,585,990 17,547,932

東 日 本 大 震 災
復 興 推 進 基 金

53,853,483 1,077 13,500,000 40,354,560

ホ ッ ケ ー 競 技
振 興 基 金

403,270 8 0 403,278

特定防衛施設周辺整備
調整交付金事業基金

347,640,945 380,013,981 71,000,000 656,654,926

再生可能エネルギー等
導 入 促 進 基 金

91,019,670 1,830 0 91,021,500

森 林 環 境 基 金 10,833,141 216 0 10,833,357

電源立地地域対策基金 5,484,000 220 5,484,220 0

7,513,305,977 2,133,674,691 2,008,312,782 7,638,667,886

財 政 調 整 基 金

計

 ４　基　　　　　金
       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高
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別      表 



 



収入率 執行率

Ｂ／Ａ Ｃ／Ａ

円 円 円 円 ％ ％

30 24,161,531,851 100 23,641,877,950 100 23,018,499,657 100 623,378,293 97.8 95.3

元 23,891,738,172 99 23,432,820,059 99 22,725,420,421 99 707,399,638 98.1 95.1

２ 29,112,888,400 120 27,918,034,399 118 27,157,819,214 118 760,215,185 95.9 93.3

３ 28,269,967,182 117 25,689,855,276 109 24,832,315,397 108 857,539,879 90.9 87.8

４ 30,413,057,517 126 30,234,832,986 128 29,393,047,060 128 841,785,926 99.4 96.6

指数
収支差引額
Ｂ－Ｃ

対　予　算

　（注）３０年度を指数１００とした。

別　表　１

年度別一般会計歳入歳出決算状況

年

度

予算現額
Ａ

指数
収入済額
Ｂ

指数
支出済額
Ｃ
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円 円 円 ％

4,754,113,000 4,956,975,036 4,828,072,591 16.0

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

- 40 -

 （注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

計 30,413,057,517 30,441,713,326 30,234,832,986 100.0

0.2６ 法 人 事 業 税 交 付 金 62,831,000 62,831,000 62,831,000

22 市 債 3,174,513,000 3,127,513,000 3,127,513,000 10.4

2.521 諸 収 入 755,928,000 828,732,048 767,041,987

20 繰 越 金 510,539,621 510,539,879 510,539,879 1.7

3.119 繰 入 金 947,909,000 946,182,372 946,182,372

18 寄 附 金 26,109,000 22,354,851 22,354,851 0.1

0.117 財 産 収 入 41,659,000 41,755,285 41,755,285

16 県 支 出 金 2,038,356,000 1,973,708,966 1,973,708,966 6.5

28.615 国 庫 支 出 金 8,776,180,896 8,633,494,552 8,633,494,552

14 使 用 料 及 び 手 数 料 247,653,000 256,608,963 245,357,179 0.8

0.213 分 担 金 及 び 負 担 金 52,861,000 57,746,017 52,709,967

12
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

6,284,000 5,150,000 5,150,000 0.0

18.611 地 方 交 付 税 5,614,701,000 5,614,701,000 5,614,701,000

10 地 方 特 例 交 付 金 30,070,000 30,070,000 30,070,000 0.1

7.2９
国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金

2,182,794,000 2,182,794,000 2,182,794,000

８ 環 境 性 能 割 交 付 金 12,536,000 12,536,357 12,536,357 0.0

3.3７ 地 方 消 費 税 交 付 金 1,003,908,000 1,003,908,000 1,003,908,000

５ 8,772,000 8,772,000 8,772,000 0.0

４ 配 当 割 交 付 金 13,083,000 13,083,000 13,083,000 0.1

0.0３ 利 子 割 交 付 金 2,294,000 2,294,000 2,294,000

149,963,000 149,963,000 149,963,000 0.5

1 市 税

２ 地 方 譲 与 税

款

　別　表　２

予　算　現　額 調　　定　　額 収　入　済　額 構成比

令　和　４　年　度　　一　般　会　計



％ ％ 円 円 円 ％

104.3 97.4 16,747,923 112,445,895 73,959,591 101.6

 - 41 -

186,400,013 ▲ 178,224,531 99.4

100.0

100.1 99.3 20,771,700

100.0 100.0 0 0 0

0 0 ▲ 47,000,000 98.5

101.5

98.5 100.0

109.6 92.6 4,023,777 57,666,284 11,113,987

0 0 258 100.0

99.8

100.0 100.0

99.8 100.0 0 0 ▲ 1,726,628

0 0 ▲ 3,754,149 85.6

100.2

85.6 100.0

100.2 100.0 0 0 96,285

0 0 ▲ 64,647,034 96.8

98.4

96.8 100.0

98.4 100.0 0 0 ▲ 142,686,344

0 11,251,784 ▲ 2,295,821 99.1

99.7

103.6 95.6

109.2 91.3 0 5,036,050 ▲ 151,033

0 0 ▲ 1,134,000 82.0

100.0

82.0 100.0

100.0 100.0 0 0 0

0 0 0 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0 100.0 0 0 0

0 0 357 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0 100.0 0 0 0

100.0 100.0 0 0 0 100.0

0 0 0 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0 100.0 0 0 0

0 0 0 100.0100.0 100.0

歳　　入　　決　　算　　状　　況

対調定
収入率

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
対予算
収入率

予 算 現 額 と
収 入 済 額 と の 比 較

予算現額に
対する調定
額 の 比 率



対調定
構成比 収入率
Ｄ Ｃ／Ｂ

円 円 円 ％ ％

4,754,113,000 4,956,975,036 4,828,072,591 16.0 97.4

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

計 30,413,057,517 30,441,713,326 30,234,832,986 100.0

 - 42 -

99.3

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 62,831,000 62,831,000 62,831,000 0.2 100.0

22 市 債 3,174,513,000 3,127,513,000 3,127,513,000 10.4 100.0

21 諸 収 入 755,928,000 828,732,048 767,041,987 2.5 92.6

100.020 繰 越 金 510,539,621 510,539,879 510,539,879 1.7

19 繰 入 金 947,909,000 946,182,372 946,182,372 3.1 100.0

18 寄 附 金 26,109,000 22,354,851 22,354,851 0.1 100.0

100.0

100.0

17 財 産 収 入 41,659,000 41,755,285 41,755,285 0.1

16 県 支 出 金 2,038,356,000 1,973,708,966 1,973,708,966 6.5

15 国 庫 支 出 金 8,776,180,896 8,633,494,552 8,633,494,552 28.6 100.0

14 使 用 料 及 び 手 数 料 247,653,000 256,608,963 245,357,179 0.8 95.6

91.3

100.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 52,861,000 57,746,017 52,709,967 0.2

12
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

6,284,000 5,150,000 5,150,000 0.0

11 地 方 交 付 税 5,614,701,000 5,614,701,000 5,614,701,000 18.6 100.0

10 地 方 特 例 交 付 金 30,070,000 30,070,000 30,070,000 0.1 100.0

100.0

100.0

９
国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金

2,182,794,000 2,182,794,000 2,182,794,000 7.2

８ 環 境 性 能 割 交 付 金 12,536,000 12,536,357 12,536,357 0.0

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 1,003,908,000 1,003,908,000 1,003,908,000 3.3 100.0

100.0

５ 8,772,000 8,772,000 8,772,000 0.0 100.0

４ 配 当 割 交 付 金 13,083,000 13,083,000 13,083,000 0.1

0.0 100.0３ 利 子 割 交 付 金 2,294,000 2,294,000 2,294,000

149,963,000２ 地 方 譲 与 税 149,963,000 149,963,000 0.5 100.0

予 算 現 額
Ａ

調 定 額
Ｂ

収 入 済 額
Ｃ

1 市 税

　別　表　３

一　　般　　会　　計　　歳　　入　　決　　算

款

令　　　和　　　４　　　年　　　度



対調定 予算現額

構成比 収入率 増減額
Ｈ Ｇ／Ｆ Ｃ－Ｇ

円 円 円 ％ ％ 円 ％ ％

4,667,008,000 4,940,927,607 4,801,954,505 18.7 97.2 26,118,086 0.5 1.9
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59,183,000

25,689,855,276 100.0 99.2

2,340,246,000 1,290,946,000 1,290,946,000 5.0 100.0

59,183,000 0.2 100.0

100.0

670,189,000 748,124,687 696,256,329 2.7 93.1

59,183,000

48,965,000 38,925,865 38,925,865 0.2 100.0

470,661,000 455,169,368 455,169,368 1.8 100.0

100.0

36,349,000 44,884,971 44,884,971 0.2 100.0

1,690,805,817 6.6

235,168,000 238,698,982 226,669,851 0.9 95.0

8,333,496,000 6,809,224,465 6,809,224,465 26.5 100.0

100.0

58,650,000 58,684,320 53,411,920 0.2 91.0

6,082,000 0.0

66,426,000 66,426,000 66,426,000 0.3 100.0

5,742,594,000 5,742,594,000 5,742,594,000 22.3 100.0

3.7 100.0

100.0

2,132,484,000 2,132,484,000 2,132,484,000 8.3 100.0

11,160,000 0.0

15,490,000 15,490,000 15,490,000 0.1 100.0

14,509,000 14,509,000 14,509,000 0.1 100.0

17.7 7.628,269,967,182 25,897,998,267 4,544,977,710

3,648,000

1,836,567,000

70,785,658

94,324,694416,215,182 416,215,185

35.6

963,429,000 963,429,000

142.3

10.2 12.8

22.7 22.7416,215,185 1.6

491,013,004 107.9 101.4

▲ 46.7▲ 16,571,014 ▲ 42.6

▲ 7.0 14.6▲ 3,129,686

282,903,149 16.7 11.51,827,781,000 1,690,805,817

1,824,270,087 26.8 5.3

5.318,687,328 8.2

▲ 1.3 ▲ 9.9▲ 701,953

▲ 932,000 ▲ 15.3 6.05,930,000 6,082,000

▲ 127,893,000 ▲ 2.2 ▲ 2.2

▲ 54.7▲ 36,356,000 ▲ 54.7

2.4 2.450,310,000

1,376,357 12.3 12.311,160,000 11,160,000

▲ 39.5

6.2 6.2

963,429,000

▲ 5,737,000 ▲ 39.5

▲ 2,407,000 ▲ 15.5 ▲ 15.5

40,479,000 4.2 4.2

▲ 31.8 ▲ 31.8100.03,363,000 3,363,000 3,363,000 0.0

▲ 708,000

▲ 1,069,000

150,671,000 150,671,000 150,671,000 ▲ 0.5 ▲ 0.50.6 100.0

増減率

前　年　度　比　較令　　　和　　　３　　　年　　　度

予算現額
Ｅ

調 定 額
Ｆ

収　入　済　額

増減率
収入済額

Ｇ

状　　況　　対　　前　　年　　度　　比　　較



　　　　　　　　　　　　　　市　　　　　　税　　　　　　徴

対調定

構成比 収入率 不納欠損額
Ｄ Ｃ/Ｂ

円 円 円 ％ ％ 円 円

2,058,833,000 2,145,496,844 2,082,412,104 43.1 97.1 6,113,527 57,100,513

上

記

内

訳

4,725,689,000 4,834,070,915 4,787,662,456 99.2

134,572,000 144,538,175

99.0 0

0

112,445,895

122,904,121 40,410,135 0.8 32.9 16,747,923 65,746,063

46,699,832

0.0 100.0 0

4,754,113,000 4,956,975,036 4,828,072,591 100.0 16,747,923

0

97.4

388,012,000 388,047,880 388,047,880 8.1 100.0 0

137,164,107 2.8 94.9 766,900

94.5 766,900126,222,507 2.6133,596,575

24,171,000 24,171,000 24,171,000 0.5 100.0

100.0

1,913,176,000 2,022,130,840

10,077,000 10,941,600

40.2 97.1 9,573,396

1,964,914,349 40.7 97.2 9,573,396

10,941,600 0.2

法 人

収入済額
Ｃ

収入未済額
Ｅ

58,033,7592,318,105,000

99.5

2,337,610,555

256,425,597 255,198,451

　別　表　４

款

市

民

税

個 人

2,401,922,441 6,407,627

令　　　和　　　４　　　年　　　度

予算現額
Ａ

調定額
Ｂ

294,100 933,246259,272,000

97.3

5.3

48.4

固

定

資

産

税

固定資産税 1,889,005,000 1,997,959,840 1,940,743,349

計

国有資産等所在市
町 村 交 付 金

0 0

47,776,168

47,776,168

計

計

環境性能割 0 0

6,635,968

種 別 割 124,495,000

市 た ば こ 税

軽

自

動

車

税

6,635,968

入　  湯  　税 248,000 335,700 335,700

市  税  合  計

現年課税分
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滞納繰越分

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

28,424,000



　　収　　　　　　状　　　　　　況

対調定
構成比 収入率 増減額
Ｈ Ｇ／Ｆ Ｃ－Ｇ

円 円 ％ ％ 円 円 ％ 円

2,161,385,850 2,111,007,148 44.0 97.7 43,350,502 ▲ 28,595,044 ▲ 1.4 13,750,011
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333,342,049335,549,776

72,383,88396.038.91,866,667,2191,945,227,502

1,843,893,219 38.4

123,369,251 2.6

2,496,935,626

361,459,188

0.944,693,628

0100.07.5361,459,188

収入未済額
Ｅ－Ｉ増減率

令　　　和　　　３　　　年　　　度 前　年　度　比　較

調 定 額
Ｆ

収入済額
Ｇ

収入未済額
Ｉ

収　入　済　額

▲ 106,738,64297.9 45,703,299

▲ 78,143,5982,352,797 ▲ 23.4

50.92,444,349,197

▲ 1,419,551

▲ 4.4 12,330,460

99.36.9

96,850,13095.9

0 1,397,00022,774,000 22,774,000 0.5 100.0

5.3 ▲ 24,607,715

5.3 ▲ 24,607,7151,922,453,502 72,383,883

6.1 0

98,247,130

5,782,200

8,012,65694.32.7129,151,451136,977,841

94.0

6.2 34,078

0 5,159,400 89.2 0

6,601,890

2,853,256131,195,641

5,782,200 0.1 100.0

26,588,692 7.4 0

6,601,890 2.3 34,078

8,250327,450 327,450 0.0 100.0 0 2.5 0

4,940,927,607 4,801,954,505 100.0 97.2 124,689,072 26,118,086 0.5 ▲ 12,243,177

4,790,096,141 4,757,260,877 99.1 99.3 34,824,164 30,401,579 0.6 11,875,668

▲ 4,283,493 ▲ 9.6150,831,466 ▲ 24,118,84589,864,90829.6



款 項 目 科 目

件 円 件 円

１ 1 1 個 人 市 民 税 127 1,981,120 0 0

2 法 人 市 民 税 0 0 0 0

2 1 固 定 資 産 税 265 1,834,896 28 4,497,000

3 1 軽 自 動 車 税 36 227,100 0 0

428 4,043,116 28 4,497,000

件数 金 額 件数

７第４項該当のもの ７ 第 ５ 項該当 のもの

合　　　　　　　計
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３ 年 経 過 に よ り ３ 年 経 過 前 に

消 滅 し た も の 消 滅 さ せ た も の

金 額

　別　表　５

令　和　４　年　度　市　税　不　納
　　　　　　　　　不納欠損事由

　区分

地方税法第１５条の 地方税法第 １ ５ 条の



件数 金 額

件 円 件 円

192 4,132,407 319 6,113,527

1 294,100 1 294,100

356 3,241,500 649 9,573,396

117 539,800 153 766,900

666 8,207,807 1,122 16,747,923

計
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件数 金 額

欠　損　状　況

地 方 税 法 第 １ ８ 条
該 当 の も の
（ 時 効 完 成 ）



円 ％ 円 ％

202,322,000 0.7 198,552,201 0.7

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。
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計 30,413,057,517 100.0 29,393,047,060 100.0

14 予 備 費 20,000,000 0.1 0 0.0

12 公 債 費 1,448,422,000 4.8 1,448,345,399 4.9

10 教 育 費 2,596,396,000 8.5 2,477,211,057 8.4

9 消 防 費 1,089,293,000 3.6 1,072,869,751 3.6

8 土 木 費 2,840,282,621 9.3 2,723,860,543 9.3

7 商 工 費 1,080,876,000 3.5 998,301,643 3.4

6 農 林 水 産 業 費 893,877,000 2.9 838,083,084 2.9

5 労 働 費 82,730,000 0.3 81,430,408 0.3

4 衛 生 費 8,424,412,000 27.7 8,326,159,247 28.3

3 民 生 費 8,278,922,896 27.2 7,887,413,824 26.8

1 議 会 費

2 総 務 費 3,455,524,000 11.4 3,340,819,903 11.4

　別　表　６

令　和　４　年　度　　　一　　般　　会　　計

款
予　算　現　額

Ａ
構成比

支　出　済　額
Ｂ

構成比



予算現額に対す
る不用額の比率

Ｄ ／ Ａ
％ 円 円 ％

98.1 0 3,769,799 1.9

983,290,457 3.2
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0 20,000,000 100.0

96.6 36,720,000

0 76,601 0.0

0.0

100.0

35,170,000 84,014,943 3.2

0 16,423,249 1.5

95.4

0 116,422,078 4.1

98.5

0 82,574,357 7.6

95.9

0 55,793,916 6.2

92.4

0 1,299,592 1.6

93.8

1,550,000 96,702,753 1.1

98.4

0 391,509,072 4.7

98.8

0 114,704,097 3.3

95.3

不　　　用　　　額
Ａ－Ｂ－Ｃ＝Ｄ

96.7

歳　　出　　決　　算　　状　　況

執　行　率
Ｂ／Ａ

翌 年 度 繰 越 額
Ｃ



構成比

Ｃ
円 円 ％ ％

202,322,000 198,552,201 0.7 98.1

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。
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計 30,413,057,517 29,393,047,060 100.0 96.6

14 予 備 費 20,000,000 0 0.0 0.0

12 公 債 費 1,448,422,000 1,448,345,399 4.9 100.0

10 教 育 費 2,596,396,000 2,477,211,057 8.4 95.4

9 消 防 費 1,089,293,000 1,072,869,751 3.6 98.5

8 土 木 費 2,840,282,621 2,723,860,543 9.3 95.9

7 商 工 費 1,080,876,000 998,301,643 3.4 92.4

6 農 林 水 産 業 費 893,877,000 838,083,084 2.9 93.8

5 労 働 費 82,730,000 81,430,408 0.3 98.4

4 衛 生 費 8,424,412,000 8,326,159,247 28.3 98.8

3 民 生 費 8,278,922,896 7,887,413,824 26.8 95.3

11.4 96.7

1 議 会 費

2 総 務 費 3,455,524,000 3,340,819,903

　別　表　７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　般　　会　　計　　歳　　出　　決　　算

款

令　　　和　　　４　　　年　　　度

予　算　現　額
Ａ

支　出　済　額
Ｂ

執行率
Ｂ／Ａ



予算現額

構成比 増減額

Ｆ Ｂ－Ｅ
円 円 ％ ％ 円 ％ ％

187,658,000 182,411,468 0.7 97.2 16,140,733 8.8 7.8
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24,832,315,397 100.0 87.8 4,560,731,663 18.4 7.6

0.0 0 0.0 0.0

28,269,967,182

▲ 3.6

20,000,000 0 0.0

1,503,257,000 1,503,179,780 6.1 100.0 ▲ 54,834,381 ▲ 3.6

22.72,116,896,000 2,059,645,573 8.3 97.3 417,565,484 20.3

98.6 ▲ 112,836,070 ▲ 9.5 ▲ 9.4

▲ 2.3

1,202,754,000 1,185,705,821 4.8

2,907,609,182 2,574,698,022 10.4 88.6 149,162,521 5.8

89.5 202,685,319 25.5 21.6

34.3

889,128,000 795,616,324 3.2

665,390,000 549,307,882 2.2 82.6 288,775,202 52.6

98.4 36,238,018 80.2 80.2

29.1

45,912,000 45,192,390 0.2

6,525,122,000 4,409,965,615 17.7 67.6 3,916,193,632 88.8

8,306,557,762 33.4 93.6 ▲ 419,143,938 ▲ 5.0 ▲ 6.7

120,785,143 3.8 3.8

8,878,169,000

3,328,072,000 3,220,034,760 13.0 96.8

予　算　現　額
Ｄ

支　出　済　額
Ｅ

執行率
Ｅ／Ｄ

支　　出　　済　　額

増減率 増減率

状　　況　　対　　前　　年　　度　　比　　較
令　　　和　　　３　　　年　　　度 前　　年　　度　　比　　較



9,418,791,000計 9,543,960,000 8,985,139,975 94.1 0

0
三沢市後期高齢者医療

494,532,000 471,141,349 95.3

558,820,025

461,887,000

特 別 会 計
0 150,036,657 3,806,482,000

特 別 会 計
23,390,651

三 沢 市 介 護 保 険
3,859,086,000 3,709,049,343 96.1

1,234,221,000

特 別 会 計

三沢市食肉処理センター
1,242,114,000 1,229,104,876 99.0 0

円円 円 ％ 円 円

3,916,201,000

支 出 済 額
Ｂ

執 行 率
翌 年 度
繰 越 額

不 用 額
Ｃ

予 算 現 額
Ｄ

　別　表　９

特　別　会　計　歳　出　決　算

会　　計　　名

令　和　４　年　度

予 算 現 額
Ａ

97.1

3,449,700 99.1

計 9,543,960,000 9,569,427,460 9,296,234,515 33,705,261 241,888,784 97.4

三沢市後期高齢者医療
494,532,000 492,475,713 489,879,313 0

特 別 会 計
99.5

6,943,500 17,250,337 98.6 99.4
三 沢 市 介 護 保 険

3,859,086,000 3,829,354,588 3,806,681,951
特 別 会 計

0 103.6 100.0
三沢市食肉処理センター

1,242,114,000 1,287,402,327 1,287,402,327 0
特 別 会 計
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13,009,124
特 別 会 計

372,383,593

3,948,228,000 3,960,194,832 3,712,270,924

三 沢 市 国 民 健 康 保 険

3,948,228,000 3,575,844,407 90.6 0

特 別 会 計

不　　　納
欠　損　額

対予算 対調定

Ｃ／Ａ

収　　　入
未　済　額

収　入　率

Ｃ／Ｂ

　別　表　８

特　別　会　計　歳　入　決　算

会　　計　　名

令　和　４　年　度

予 算 現 額
Ａ

調　定　額
Ｂ

収 入 済 額
Ｃ

円 円 円 円 円
三 沢 市 国 民 健 康 保 険

26,761,761 221,188,747

％ ％

94.0 93.7



9,070,987,032 96.3 0 347,803,968 ▲ 85,847,057

6.1 5,522,793 7.1

▲ 0.9 211,016,057 1.3

27,122,207444,019,142 96.1

3,703,878,521 47,433,178 1.4

0

97.3 0

17,867,858

5.0

102,603,479 5,170,822 0.1

1,170,807,037 94.9 0 63,413,963 58,297,839

％円 ％ 円 円 円 ％円

▲ 176,437,9250

執 行 率
翌 年 度
繰 越 額

不 用 額
Ｆ

支　　出　　済　　額

不　用　額
Ｃ－Ｆ

予算現額

増減額
増 減 率 増 減 率

Ｂ－Ｅ

支 出 済 額
Ｅ

状　況　対　前　年　度　比　較
令　和　３　年　度 前　　　年　　　度　　　比　　　較

99.7 96.6 ▲ 90,869,504 ▲ 1.0 1.39,418,791,000 9,719,551,289 9,387,104,019 38,182,520 295,957,747

451,074,941 97.7461,887,000 453,452,541

16,774,345 100.2

799,100 2,167,200

▲ 0.2 1.4

99.5 38,804,372 8.6 7.1

99.4 ▲ 8,646,5223,806,482,000 3,838,091,718 3,815,328,473

100.0 ▲ 8,507,308 ▲ 0.7

6,639,700

0.61,234,221,000 1,295,909,635 1,295,909,635 0 0 105.0

▲ 4.7 208,464,925 0.8
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▲ 50,404,839 0.6

95.83,752,282,332 163,918,668

Ｆ／Ｅ Ｃ－Ｆ

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

収　入　率 収　入　済　額 予算現額

対予算 対調定 増減額
増減率 増減率

Ｆ／Ｄ

予 算 現 額
Ｄ

調　定　額
Ｅ

収 入 済 額
Ｆ

状　況　対　前　年　度　比　較
令　和　３　年　度 前　年　度　比　較

円

3,916,201,000

円 円 円 円

4,132,097,395 3,824,790,970 30,743,720 277,016,202

％ ％ 円 ％ ％

97.7 92.6 ▲ 112,520,046 ▲ 2.9 0.8



(単位 ： 円)

令和３年度末 令和４年度末

現 　在　 高 借　入　額 償　還　額 現　 在 　高

18,129,671,284合　　　計 16,565,623,057 3,127,513,000 1,563,464,773

16,434,741,160

食肉処理セン
1,858,203,522 0 163,273,398 1,694,930,124

ター特別会計

別　表　１０

市　　　債　　　の　　　状　　　況

会　計　別
令　和　４　年　度　中

一 般 会 計 14,707,419,535 3,127,513,000 1,400,191,375
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令和３年度
類 似 団 体

実 質 公 債 費
比 率 ％

別　表　１１

財　務　分　析　指　標
　　　　　　年度
区分

４ ３ ２ 元 30

財 政 力 指 数 0.509 0.512 0.519 0.511 0.502 0.45

経常収支比率％ 88.0 85.2 91.0 92.3 91.2 88.3

実質収支比率％ 7.4 6.1 6.3 5.9 5.3 8.2

9.7 10.1 10.0 10.1 10.3 8.2

（地方財政状況調査の資料による)

財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数として用いられる｡地方交付税法の規定により算定

した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３か年間の平均値で、１

　を超える度合いが高いほど財源に余裕があるものとされる。

経常収支比率

当該団体の財政構造の弾力性を測定する比率として用いられる｡経常経費充当一般財

源の額を経常一般財源の額で除した百分比として求められ、低いほど良く、おおむね

　７０％～８０％の間に分布するのが通常であるとされる。

実質収支比率

　を許可しないとする指標である。

（参考） 上記項目の指標は､地方財政法等の趣旨に基づいて､地方財政の健全性を判断

　　　　する目安として、通常用いられているものである。

　　標準財政規模に対する実質収支の割合で３％～５％程度が望ましいとされる。

実質公債費比率

｢起債制限比率｣に反映されていなかった公営企業(特別会計含む)の公債費への一

般会計繰出金等を含めた実質的な公債費による財政負担の割合で、１８％を超えた場合

は地方債の発行に許可を必要とし、２５％を超えた場合は一定事業に係る地方債の発行
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令和４年度基金運用状況審査意見書 

 

 

第１ 審査の対象 

 

   令和４年度の基金運用状況審査の対象は次のとおりである。 

    １ 家畜導入事業基金 

２ 土地開発基金 

 

 

第２ 審査の方法 

 

   令和４年度の三沢市基金の審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、計数の正

確性及び基金運用の妥当性・効率性などに重点をおき、運用状況報告書、関係諸帳票

及び証拠書類等を照合精査するとともに、定期監査及び例月出納検査の結果を参考に

して審査を実施した。 

 

 

第３ 審査の結果及び意見 

 

   審査の結果、令和４年度の三沢市基金の計数は正確であり、また、基金は設置目的 

に照らし適正に運用されているものと認められた｡ 

 

 

第４ 運用の概要 

 

１ 家畜導入事業基金 

   この基金は､高品質で低コストな生産性の高い肉用牛の増頭及び肉用牛生産の振興 

に資するため設置されたものである。 



(単位：円)

増 減

基 金 の 額 18,147,932 0 600,000 17,547,932

現 金 7,947,932 4,800,000 6,185,990 6,561,942

貸付牛評価額 10,200,000 6,185,990 5,400,000 10,985,990
（貸付頭数） （17頭） （11頭） （9頭） （19頭）

(単位：円)

増 減

基 金 の 額 645,161,410 3,957,759 3,955,420 645,163,749

現 金 124,763,488 3,957,759 0 128,721,247

129,397,922 0 3,955,420 125,442,502
(18,952.63㎡) （　　0.00㎡) （1323.68㎡) (17,628.95㎡)

貸 付 金 391,000,000 0 0 391,000,000

必用のある土地をあらかじめ取得することにより、円滑な執行を図るため設置され

基金の運用状況は適正であると認められた。

　当年度末の土地面積は17,628.95㎡（125,442,502円）となっている。

ているものである。

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

土 地

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

 ２　土地開発基金

この基金は､公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取得する

　当年度末の貸付頭数は１９頭である。基金の運用状況は適正であると認められた。
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令和４年度財政健全化審査意見書 
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三 監 発 第 ３ ８ 号 

令和５年８月１８日 

 

三沢市長 小 檜 山  吉 紀 様 

 

 

三沢市監査委員 中 野 渡  進 

三沢市監査委員 馬 場 騎 一 

 

 

 

令和４年度財政健全化審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき

審査に付された、令和４年度健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類について審査した結果、次のとおり意見を提出します。 
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令和４年度財政健全化審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健

全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

２ 審査の期間 

令和５年８月１日から令和５年８月１０日まで 

 

 

３ 審査の概要 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された健全化判

断比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどう

かを主眼として実施した。 

 

 

４ 審査の結果 

（１）総合意見 

審査に付された次の健全化判断比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類の作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 健全化判断比率 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 早期健全化基準 

① 実 質 赤 字 比 率     ― （％） ― （％） １３.２０（％） 

② 連結実質赤字比率     ― （％） ― （％） １８.２０（％） 

③ 実質公債費比率 ９．７（％） １０．１（％） ２５.０（％） 

④ 将 来 負 担 比 率 ５８．９（％） ４８．７（％） ３５０.０（％） 

備考：実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比

率が算定されない場合は「－」を記載している｡ 

  

（２）個別意見 

① 実質赤字比率について 

令和４年度における実質収支は黒字となっているため、財政運営は良好な状況

であると認められる。今後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財政運営

に努められるよう望むものである。 
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② 連結実質赤字比率について 

令和４年度における連結実質収支は黒字となっているため、財政運営は良好 

な状況であると認められる。今後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財 

政運営に努められるよう望むものである。 

 

③ 実質公債費比率について 

令和４年度における実質公債費比率は地方債の発行に許可を要する１８．０％

を下回る９．７％となっており、財政運営は良好な状況であると認められる。今

後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財政運営に努められるよう望む

ものである。 

 

④ 将来負担比率について 

令和４年度における将来負担比率は５８．９％となっており、早期健全化基準

の３５０．０％を下回っていることから、財政運営は良好な状況であると認められ

る。今後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財政運営に努められるよう

望むものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度経営健全化審査意見書 
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三 監 発 第 ３ ９ 号 

令和５年８月１８日 

 

三沢市長 小 檜 山  吉 紀 様 

 

 

三沢市監査委員 中 野 渡  進 

三沢市監査委員 馬 場 騎 一 

 

 

 

令和４年度経営健全化審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定に基づ

き、審査に付された令和４年度資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類について審査した結果、次のとおり意見を提出します。 
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令和４年度三沢市食肉処理センター特別会計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 

１ 審査の概要 

(1) 審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

(2) 審査の期間 

令和５年８月１日から令和５年８月１０日まで 

 

 

(3) 審査の方法 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された資金不足比率 

の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどうかを主眼とし 

て実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

(1) 総合意見 

審査に付された次の資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した 

書類の作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 比  率  名    令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 経営健全化基準 

① 資金不足比率    －  （％）    －  （％） ２０．０（％） 

参考：資金不足がない場合は「－」を記載している。 

 

(2) 個別意見 

令和４年度において剰余額があるため良好な状態であると認められる。今後も資金 

不足とならない財政運営を望むものである。 

 

 



 


